
8 知的資産創造／2016年7月号

特集 一億総活躍社会における雇用・働き方

1	 第 2次安倍政権が経済成長戦略の柱の一つとして女性活躍推進を掲げて以降、女性活
躍推進に関する議論が活発である。グローバル化の進展や国内の労働力不足が深刻化
する今、日本企業における女性の活躍推進の実現は、従来のような男女平等やワークラ
イフバランスの実現という域を超えて、リスク回避を含む自社の競争力の維持・強化と
いう意味で極めて重要な経営課題となっていると認識すべきであると考える。

2	 これまで企業で働く女性は、キャリア重視の「バリキャリ」かライフ重視の「ゆるキャ
リ」のどちらかで捉えられてきた。しかし実際は、結婚や出産・育児のようなライフイ
ベントにも前向きな、キャリア志向の「フルキャリ」が存在する。

3	 今、企業が活躍する女性の事例を増やし、その結果として女性管理職候補層を充実さ
せていくためには、「フルキャリ」にも注目し、「フルキャリ」の戦力化に意識的に取り
組んでいく必要があると考える。

4	 「フルキャリ」の戦力化の鍵は、「フルキャリ」の特性を踏まえた、「ライフ事情に基づ
く個別のキャリア開発」とそれを支える「ライフ事情の共有」および「育児との両立期
でも仕事で成果を出すための支援」である。ライフ事情を共有しながら、それぞれの状
況に応じた適切なタイミングと内容で機会付与および支援を行うことで、ライフイベン
トを経てもキャリア形成が継続できるよう支援することが重要である。これらは、「フ
ルキャリ」の潜在力を「フル」に引き出し、企業の競争力強化に直結させるための「投
資」である。
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企業競争力強化に直結する
女性活躍支援のあり方
仕事にも結婚・出産にも前向きな「フルキャリ」の戦力化に向けて
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Ⅰ	日本における
	 女性活躍推進の実態

1	 政府の取り組みと
	 当事者である女性からの評価

第 2 次安倍政権は、経済成長戦略の柱の一
つとして女性活躍推進を挙げ、2020年までに
指導的地位に占める女性の割合を少なくても
30％程度にするという目標を定め、企業に対
するインセンティブの付与や、男女が共に仕
事と子育てなどを両立できる環境整備などの
施策を展開してきた。女性が職業生活におい
て、希望に応じて十分に能力を発揮し、活躍
できる環境を整備することを目的とした「女
性の職業生活における活躍の推進に関する法
律（女性活躍推進法）」も制定された。2016
年 4 月 1 日より、労働者301人以上の企業
は、自社の女性活躍状況（女性採用比率、勤
続年数男女差、女性管理職比率など）の把
握・分析を行い、その結果を踏まえた定量的
目標や取り組み内容を含む「事業主行動計
画」の策定と公表が義務付けられたところで
ある。

政府が女性活躍推進に積極的に取り組む
中、当事者である女性は政府の取り組みをど
のように評価しているのであろうか。

野村総合研究所（NRI）は、2015年 6 月に
一都三県の東証一部上場企業に総合職として
勤務する25〜39歳の女性118人に対してアン
ケート調査を実施した。その結果によると、

「政府の女性活躍推進に対する一連の取り組
みは、あなたがより高度な業務や責任あるポ
ジションに就こうとすることをエンカレッジ
するか」との問いに、「とてもそう思う」と
回答した女性はわずか 3 ％であり、「まあそ

う思う」を含めて肯定的評価をした女性の割
合は 4 割弱にとどまった。一方、「全くそう
思わない」「あまりそう思わない」と回答し
た女性は、それぞれ11％、53％と、否定的評
価をした女性が 6 割強となった。

政府として、女性の活躍がわが国の経済成
長のための重要な課題であると位置付けたこ
とについては一定の評価がなされているもの
の、当事者個々のキャリア意識に対する影響
は限定的であることがうかがえる。

2	 今、企業が女性活躍を推進する
	 真の理由

確かに、女性の活躍状況を単純に数字で把
握し、評価しようとする政府の方針には批判
的な声もある。しかしながら、自社の女性活
躍度合いが他社とも比較可能な形で公表され
れば、投資家、取引先、消費者らが自社を評
価する際の指標の一つになることは間違いな
い。そもそもそれが政府の狙いでもある。

企業が公表する情報は、国内のみならず海
外からも注目されることになるであろう。実
際に、海外投資家が企業への投資判断を行う
中で、長期的な企業価値を高める要素として
女性活躍度合いに着目しているといった声を
聞く。また、外資系企業との交渉の現場で
も、日本企業の経営陣が同じ年格好の男性だ
けであるのを見て、多様性が欠如し、経営が
脆弱なのではないかと不安を口にすることが
あるという。国内市場の縮小を背景に、グロ
ーバル化を進める企業には、軽視できない事
実である。

さらに、労働力不足が深刻化する中で、男
女を問わず、戦力につながる人材確保が企業
の最重要課題である今、女性であっても働き
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いるのは終身雇用や長時間労働などを前提と
した日本型雇用システムであるともいわれて
いる。今回の提案は、そうした雇用システム
の改善の重要性を前提にしつつも、その実現
は一朝一夕にはいかないことに鑑み、直近で
女性の活躍を推進するにあたって必要な視
点、打ち手について提案する。

Ⅱ	今、キャリア女性に
	 何が起きているのか

1	 仕事も私生活もともに充実させた
いと願う「フルキャリ」志向の女
性が増えている

キャリア女性の活躍に向けた打ち手を考え
るにあたり、まずキャリア女性の実態を捉える。

やすく、活躍しやすい企業であることを示す
ことができなければ、さらなる激化が予想さ
れる人材確保競争において大きなハンディを
負うことになるだろう。

いずれにしても、今、企業における女性の
活躍の実現は、従来のような男女平等やワー
クライフバランスの実現といった域を超え
て、リスク回避を含む企業競争力の維持・強
化のために極めて重要な経営課題となってい
ると認識すべきである。

そこで本稿では、企業における女性活躍の
結果の一つが管理職への登用であると考え、
女性管理職候補層の充実につながる、キャリ
ア女性の活躍推進のための打ち手について説
明する。

なお、そもそも女性の活躍の障壁となって

図1　「フルキャリ」の定義とペルソナ

ライフイベントにも
前向きな

キャリア志向の
「フルキャリ」

キャリア重視の
「バリキャリ」

● 夫（会社員）、娘（6歳）、息子（3歳）の4人で都内に住む
● 公私ともにどんなことでもきちんとやりたい性格。仕
事も家事・育児も一生懸命である

● 妊娠するまでは同期男性と変わらない仕事の仕方をし
ていた。入社6年目に娘を出産

● 子どもを預けてまで復職するからには、やりがいのある
仕事がしたいと考えている。より高度な業務や責任の
あるポジションも、家庭事情が許せば挑戦してみたい

● 平日の日中は仕事、朝と夕方以降は家事・育児にあわ
ただしい。「すべてが中途半端」といつも思っている

● 保育園への送迎は、夫次第だが、自分が行くことが
多い。シッター利用に以前から関心があるが、どこ
か抵抗がある

● 休日は、子どもの習いごとや病院への付き添いに始
まり、子どもが希望する公園やテーマパークに家族
で出かけたり、買い出しに行ったりする

自身のキャリアを大切にし、
仕事での成功や
キャリアアップを
追求したい

ライフ重視の
「ゆるキャリ」

結婚・出産後は
家庭を大切にし、
それが許す範囲で
仕事をしたい

フルキャリのペルソナ
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イフイベントか仕事かというように、どちら
か一方を選ぶのではなく、どちらも可能な限
りにFull（最大限）に頑張りたいと考え、そ
のため時間的にも肉体的にも精神的にもFull

（溢れるほどにいっぱい）になりやすい側面
を持つことから、「フルキャリ」と名付けた。

NRIが実施した調査注2によると、全国の25
〜39歳の就業女性のうち「バリキャリ」が
5.7％であるのに対し、「フルキャリ」は21.7
％であった（図 2 ）。

また、前述の調査とは別に、冒頭に紹介し

これまで一般的に働く女性は、私生活より
も仕事での成功やキャリアアップの実現を優
先する「バリキャリ」か、私生活の充実を重
視し、それが許す範囲で仕事をする「ゆるキ
ャリ」かといった二元論で語られてきた。実
際には、職場環境が彼女たちに二者択一を強
いてきたともいえる。労働政策研究・研修機
構が2014年に発表した調査注1によると、男
性管理職の約 8 割が子どものいる既婚者であ
るのに対し、女性管理職のうち子どものいる
既婚者は約 3 割にとどまる。未婚者は男性管
理職の場合 1 割未満であるのに対し、女性管
理職の場合 4 割を超える。結婚や子どもを持
つことを希望するのは個人の選択であるため
一概にはいえないが、わが国の企業におい
て、女性が、結婚や出産・育児とキャリアア
ップの両者を実現するのが難しかった側面は
否定できないであろう。

一方、最近、結婚や出産・育児にも前向き
で、実際に経験しながらも、やりがいのある
仕事を求め、キャリアアップにも関心を持つ
女性が増えている。NRIは、このようなライ
フイベントにも前向きでキャリア志向も持つ
人を、従来の「バリキャリ」「ゆるキャリ」
のどちらでもない新しいセグメントであると
して、「フルキャリ」と定義した（図 1 ）。ラ

図2　就労女性の「バリキャリ」「フルキャリ」
「ゆるキャリ」の割合

ゆるキャリ
72.7%

バリキャリ
5.7%

（N＝2,864）

フルキャリ
21.7%

図3　総合職女性の入社時と現在のキャリア意識

キャリア重視 どちらかというとキャリア重視 どちらかというとライフ重視 ライフ重視

入社時

現在

0％ 20 40 60 80 100

15.3 41.5 29.7 13.6

12.7 30.5 39.8 16.9

（N=118）

出所）野村総合研究所「総合職女性のキャリアとライフに関する調査」2015年6月

出所）野村総合研究所「生活者1万人アンケート調査」（2015年）
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ばならないことは自明である。
第二に、「フルキャリ」の一部は入社後数

年すると「ゆるキャリ」に転じてしまう傾向
がある点である。入社当初、少なくてもライ
フイベントの発生まではキャリア志向を持つ

「フルキャリ」が、ライフイベントの発生後
にライフ重視に転じてしまうのは、企業経営
の観点から見れば損失である（個人の観点か
ら見れば、ライフ重視に転じることは個人の
選択であり、それ自体が否定されるものでは
ない）。これまで企業は、家庭理由による離
職を防止する両立支援の提供や、性別によら
ない均等機会の提供を進めてきた。これら
は、「ゆるキャリ」の就業継続と、「バリキャ
リ」のキャリアアップを下支えしてきた。

しかし、今、企業は、働く女性の中に「フ
ルキャリ」が多い現状に着目し、「フルキャ
リ」の特性を踏まえた「フルキャリ」の戦力
化に着手すべきであると考える。そのために
は、「フルキャリ」がライフイベントを経て
も、管理職相当年次になるまでキャリア志向

た一都三県の東証一部上場企業に総合職とし
て勤務する25〜39歳の女性を対象にNRIが実
施した調査によると、入社時と現在における
キャリア意識について、入社時に「自身のキ
ャリアを重視したい」と考えていた女性は
56.8％であったが、現在もそう考える女性は
43.2％だった。特に、入社時に「どちらかと
いうとキャリアを重視したい」と考えていた
女性が、数年すると大きく減っている（図 3 ）。

2	 女性管理職候補層を厚くするため
の鍵は「フルキャリ」の存在である

筆者は、企業が自社の女性管理職候補層を
厚くするために、「フルキャリ」に着目すべ
きだと考える。

その理由は次の通りである。
第一に、「バリキャリ」は全体の 1 割に満

たないが、「フルキャリ」は「バリキャリ」
の約 4 倍いる点である。女性管理職候補層を
厚くする上では、「バリキャリ」だけでは限
界があり、「フルキャリ」にも着目しなけれ

図4　「フルキャリ」の戦力化に向けた打ち手の方向性

ライフイベントにも
前向きなキャリア志向の
「フルキャリ」

キャリア重視の
「バリキャリ」

性別によらない
男女均等機会の提供

家庭理由による
離職を防止する
両立支援の提供

ライフイベント後も
継続してキャリアを積める

環境整備

自身のキャリアを大切にし、
仕事での成功や
キャリアアップを
追求したい

ライフ重視の
「ゆるキャリ」

結婚・出産後は
家庭を大切にし、
それが許す範囲で
仕事をしたい
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あることも多い。
ただし、NRIの調査によれば、「フルキャ

リ」には、実態が伴っているかどうかは別と
して、少なくとも復職した直後は、従前通り
のキャリア志向を持っている傾向がうかがえ
た。

また、「フルキャリ」は、「働く以上はやり
がいのある仕事をしたい」「子育てとの両立
で苦労して働くからには、責任あるポジショ
ンに就いてみたい」といった、ある種独特の
仕事へのモチベーションを持っているという
特徴も見られる。

もともとは「フルキャリ」であったとして
も、出産後に家庭の事情や本人の意向など何
らかの理由で、「今後は育児を優先し、可能
な範囲で仕事を続けたい」とキャリアに対す
る考え方を変化させる女性が存在するのも事
実である。

しかし注目すべきは、出産後復職した女性
のすべてがキャリア志向を低下させるのでは
なく、中には出産前と変わらずキャリア志向
を持ち続ける女性も存在するという点であ
る。にもかかわらず、本人の意向を十分に確
認せずに、子どもを持った女性にキャリア志
向の継続を求めるのは負担であろうと決めつ
けてしまうことは、それ自体が本人のキャリ
アへの関心の低下を引き起こすことにつなが
りかねない。

誤解②　「フルキャリ」が本当に辞める理由

は、両立困難ではなく、自分のキャリアに展

望が持てなくなったこと

キャリア女性の中には、ライフイベントの
発生前後で、「家庭との両立が困難である」
といって離職したり、「より両立しやすい仕

を継続し、実際にキャリアを積み重ねて、自
他ともに認められる能力と実績を持つことが
できるよう支援していくという発想を、企業
が持つことが求められる。（図 4 ）。

Ⅲ	企業が取り組むべき
	 「フルキャリ」戦力化
	 のための打ち手

1	 まずは「フルキャリ」に対する
	 2 つの誤解を解く
「フルキャリ」戦力化につながる具体的な打
ち手を説明する前に、「フルキャリ」に対す
る誤解を解いておきたい。

なお、説明を分かりやすくするため、今
後、「フルキャリ」に発生するライフイベン
ト＝出産・育児として話を進める。

誤解①　ライフイベントの発生により一見す

るとキャリア志向は減退したかのように見え

るが、実際には「フルキャリ」の復職直後の

キャリア意識は高い

出産前はキャリアへの関心を見せ、実際の
行動にもそれが現れていた女性社員でも、出
産し、復職して以降は、業務を遂行する上で
制約が生じたり、家庭の都合で休むことが目
立ったりする。そのために、一見するとキャ
リアへの関心が低下したかのように見受けら
れることがある。上司を含む周囲は、出産や
育児の発生がきっかけとなり、キャリア志向
が減退したと思い込み、業務上のアサインや
指導の仕方など、本人への対応を変化させる
ことがある。上司としては、出産前と同程度
の業務を求めるのは負担であろう、かわいそ
うであろう、といった本人を慮っての判断で
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織への体の良い断り文句になっている可能性
がある。

一方、昨今、「フルキャリ」を活かし切れ
ていない企業から飛び出そうとする「フルキ
ャリ」の転職を支援するサービスが増えてき
ている。前職の年収が一定額以上だったり、
管理職に従事していたり、または将来的に管
理職に就くことを希望するような女性をター
ゲットとしたキャリア女性向け転職支援サー
ビスである。転職を希望する女性のみなら
ず、自社の女性管理職候補となるような女性
を外部から調達したいと考える企業の利用も
見られる。

このようなサービスの充実により、キャリア
志向を持つ女性ほど、キャリアのために転職
を考えるという動きが加速する可能性もある。

視点を変え、「フルキャリ」を採用し、育
成してきた企業の立場に立って考えてみる。

「フルキャリ」の離職を、単にライフ都合だ
と捉えていては、 「フルキャリ」が抱えるキ
ャリアの将来性に対する不安感を解消するに
至らず、離職防止につながらない。まして
や、なんとか両立しやすくしようと、業務上
の負担を軽減するような支援を強化している
ようでは、不安感はより強まることもあるだ
ろう。

事に就きたい」といって転職したりする人も
いる。確かに両立の困難さが離職や転職のき
っかけになっているケースは少なくない。就
業が継続できるよう、両立しやすい部署への
配置や職務範囲への配慮などにより、負担の
軽減に力を注いできた企業も少なくないので
はないか。しかし、「フルキャリ」が現在の
職場を離れる理由は、本当に家庭生活と仕事
の両立の困難さだけなのだろうか。

一都三県の従業員1000人以上の企業に正社
員として勤務する25〜39歳の女性に対して実
施した調査で、離職や転職を考えたことがあ
る「フルキャリ」に当時の気持ちを聞いたと
ころ、「自身のキャリアに行き詰まりを感じ
ていた」と回答した人が約7割、「その先の業
務やキャリアに可能性を感じなかった」と回
答した人が 8 割弱いた（図 5 ）。
「フルキャリ」が転職や離職を考える背景に
は、現在の会社では、出産後復職し、子育て
をしながら、やりがいのある仕事を経験し、
キャリアアップを実現していくのは難しいの
ではないかという不安や、到底無理であろう
という見切りが存在していることがうかがえ
る。彼女たちは、キャリアを積める場所を求
めて転職するのであり、「家庭との両立が困
難である」という離職理由は、現在の所属組

図5　「フルキャリ」が離職や転職を考えた当時の気持ち

あてはまる どちらかというとあてはまる どちらかというとあてはまらない あてはまらない

自身のキャリアに
行き詰まりを
感じていた

その先の業務や
キャリアに可能性を

感じなかった

0％ 20 40 60 80 100

（N=188）

33.5 36.2 19.7 10.6

39.9 37.8 16.5 5.8

出所） 野村総合研究所「女性会社員のキャリアとライフに関する調査」2015年7月
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ア形成とライフイベントが同時並行的に起こ
り、キャリア形成に自身のライフ事情が大き
く影響する。ライフイベントの発生タイミン
グによっては、キャリア形成に遅れが生じる。
多くの女性が出産する30歳代は、キャリア形
成上最も重要な時期であると回答する経営者
が多い。「フルキャリ」は、出産・育児期とキ
ャリア形成上重要な時期が重なるのである。

前述の通り、復職直後は以前と変わらない
キャリア志向を持っていたとしても、復職す
る「フルキャリ」に対して企業側が特別な打
ち手を講じていなければ、キャリア形成が困
難となり、実際に遅れが生じ、その結果とし
てキャリア形成に対する本人の意欲も減退し
やすくなる。

そこで、復職する「フルキャリ」に対し
て、企業がとるべき打ち手の一つは、それぞ
れのライフ事情に基づく個別のキャリア開発
だと考える。それぞれのライフイベントの発
生タイミングや発生後の状況を踏まえ、どの
タイミングでどのような機会の付与や支援の
提供が本人のキャリア形成上、最も効果的で
あるかについて個別に判断するようなイメー

企業は、さらなる活躍を期待するキャリア
志向のある人材を、図らずも手放してしまっ
ている可能性に気が付くべきである。

このように、「フルキャリ」については、
固定化した従来の女性像だけでは十分に捉え
るのが難しく、誤解したまま対策を講じても
効果が出ないどころか、望ましくない結果を
招きかねない。

2	「フルキャリ」の戦力化のための
	 3 つの視点

続いて、「フルキャリ」の戦力化に向け
て、企業が実施すべき打ち手を考える上で重
要となる 3 つの視点について説明する。

視点①「ライフ事情によらない一律のキャリ

ア開発」から「ライフ事情に基づく個別のキャ

リア開発」へ

これまで多くの企業では、ライフイベント
などの個人の事情によらず、理想とされるキ
ャリア形成モデルが確立されており、そのモ
デルに社員が合わせることが当然視されてき
た。しかしながら、「フルキャリ」は、キャリ

図6　復職後の垂直立ち上げキャリア形成のイメージ

一般
フルキャリ（対策あり）
フルキャリ（対策なし）

（
能
力
・
経
験
）

（時間）
垂直立ち上げキャリア形成

● 成果を出すことを加速させる個人
指導（指導役・フォロー役の配置
など）

● 本人の成果の露出を高め、社内か
らの信用を獲得（表彰、組織横断
プロジェクトへのアサイン　など）

現在

育休

育児休暇から復職後の意図的な
機会付与・支援により、
通常のキャリアトラックへの
早期回復を促す
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視点②「社員のライフに踏み込まず」から「業

務とキャリアに必要なライフ事情の共有」へ

「ライフ事情に基づく個別のキャリア開発」
の実現のためには、ライフ事情の共有が必須
である。これまでは、業務やキャリア形成の
方にライフ事情を合わせることが一般的であ
ったため、企業として個人の業務・キャリア
の検討のためにライフ事情を把握する必要は
必ずしもなかった。しかしながら、「フルキ
ャリ」の戦力化のためには、あくまでも業務
上の判断に必要であるという前提のもと、上
司と社員の間で、本人のライフ事情の共有を
図る必要がある。ここでいうライフ事情と
は、子育て中の社員であれば、家庭での育児
や家事の分担状況、子どもの健康状況、保育
園の場所や保育時間の限界、緊急時における
サポート体制の有無などのほか、この先の出
産意向およびその時期の希望なども含まれる。

共有する上で重要なのは、「このようなラ
イフ事情があるので、ここまでしかできな
い」という限界の明確化に終始せず、「この
ようなライフ事情があるが、このような条件
が整えばここまではできる」という可能性を
本人と上司で共有することである。

視点③「育児との両立期には仕事をセーブで

きる支援」から「育児との両立期でも仕事で

成果を出すための支援」へ

最後は、育児との両立期であっても「仕事
で成果を出す」ために支援するという視点で
ある。これまで、育児との両立期には「仕事
をセーブする」ために支援することが一般的
であった。たとえば、育児休業制度の対象と
なる子の上限年齢の法定を上回る引き上げ
や、時間短縮勤務制度の拡充などである。

ジである。
図 6 は、ライフ事情に基づく個別のキャリ

ア開発のイメージ図である。出産後復職した
女性に対し、意図的に機会の付与や支援の提
供をすることで、復職直後のキャリア形成の
遅れを最小限にとどめ、その後のキャリアの
自立を図るものである。

これまで、復職直後は最も家庭生活と仕事
の両立が難しい時期であり、制度上も運用上
も、また本人の意向も、ライフを優先して両
立を実現しようとする傾向があった。ただ
し、その結果として、復職後数年で生じたキ
ャリア形成の遅れを将来的に取り戻すこと、
取り戻させることが容易ではない状況が、明
らかになってきている。

企業としても、自社の「フルキャリ」が、
復職直後に戦力ダウンするだけでなく、その
先も経験や実力が積み上がらないとすれば、
短期的に見ても、長期的に見ても、避けたい
事態であろう。

また、「フルキャリ」本人においても、ラ
イフを優先させようとする会社側の配慮によ
り、結果的にキャリア形成に遅れが生じ、取
り戻すことが難しくなるのは不本意であろう。

そこで、「フルキャリ」がライフイベント
を経てもなお活躍できるようにするために
は、実現可能な範囲で、復職直後からキャリ
ア形成につながるような機会（業務アサイン
や組織配置など）を意図的に付与していくこ
とが求められる。単に機会を付与するだけで
なく、確実に成果を出させることも重要であ
る。実際に、復職直後の女性に対し指導役や
フォロー役を配置して成果を出すことを支援
したり、本人の成果を意図的に社内外へ露出
したりするなどの工夫をしている企業もある。
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点を考慮して、「フルキャリ」戦力化に取り
組んでいる点について留意されたい。

（1）	「ライフ事情に基づく個別のキャリア開

発」の事例

「女性一人一人のキャリア志向や環境に合わ
せてキャリアゴールや働き方の複数の選択肢
を用意」（新生銀行）

新生銀行は、新たなスタートを切った2000
年、「成果主義の徹底」「外部人材の積極活
用」などをポリシーとした人事制度に刷新し
た。年功や性別、国籍などにとらわれない多
様性を活かす組織運営実現の一環として、女
性の活躍を推進してきた。

2014年からは特に女性リーダーの育成およ
び活躍支援に向けて、女性を特別扱いせずに
育成して活かす方針を掲げて、各種施策を展
開している。

同社は、同じ女性であっても志向は多様で
あるとし、それぞれの志向や実情に合わせた
キャリアゴールや働き方の選択肢を用意し、

これに対し、「フルキャリ」のさらなる活
躍のためには、実現可能な範囲で、「極力仕
事をセーブしない」で済むようにし、仕事で
の成果を着実に積み重ねられるように支援す
ることが重要であるとの考えである。

視点①や視点②で紹介したような取り組み
に加えて、仕事に従事できなくなる要因（子
どもの発病や既存の保育サービスの利用時間
の制約など）の一時的な解消を支援するよう
なイメージであり、病児保育やシッターサー
ビスの利用を会社として支援するといった取
り組みが該当する。
「フルキャリ」の戦力化のために重要な視点
をまとめると図 7 の通りになる。

3	「フルキャリ」戦力化に取り組む
	 企業の事例

それぞれの視点を踏まえて先進的に「フル
キャリ」戦力化に取り組む企業の事例を紹介
する。なお、視点ごとに 1 社を紹介する形と
するが、実際にはいずれの企業もすべての視

図7　「フルキャリ」の戦力化のために重要な視点

従来の視点 今後求められる視点

ライフ事情によらない
一律のキャリア開発

① ①

②

③

②

③

社員のライフ（プライベート）
に踏み込まず

育児との両立期には
仕事をセーブできる支援

ライフ事情に基づく
個別のキャリア開発

業務とキャリアに必要な
ライフ事情の共有

育児との両立期でも
仕事で成果を出すための支援
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（2）	「業務とキャリアに必要なライフ事情の

共有」の事例

「育休復職者と上司がライフ事情の共有を図
るためのコミュニケーションツールを開発」
（サントリーホールディングス）

サントリーホールディングスは、多様な価
値観や発想を受け入れ、活かすことにより、
より大きな価値を創出できるダイバーシティ
経営を目指し、その一環として女性の活躍を
推進してきた。2014年、それまで充実させて
きた両立支援から、「より活躍するための両
立支援」に焦点を当てて各種施策を展開して

公正なルールの下、適切な処遇を行う仕組み
を明確にした。具体的には、本人に説明し、
納得性を高めた上で、キャリアゴール別に設
定したコース別人事管理を行い、多様な勤務
形態を選べるようにしている。

女性がこれまで「バリキャリ」か「ゆるキ
ャリ」のどちらかを選ばざるを得なかった状
況を考えると、複数の選択肢が可視化されて
いることの効果は大きい。また、制約が外れ
たり、志向が変化した場合には、キャリアパ
スを変更できる柔軟な仕組みとなっている点
も特徴である。

図8　キャリア志向における女性の多様性の整理（新生銀行）

将来の経営への参画、
ビジネス上の意思決定
への関与に高い意欲を
持つ

特定分野・専門業務に
ついて高い成長意欲を
持つ

業務遂行における高い
能力を有する･示す

業務遂行における高い
能力を有する･示す

特定分野・専門業務のエキスパートと
してさらに知識・スキルの伸長を図る

特定分野・専門業務のエキスパートを
めざし知識・スキルの習得に努める

職業人としての自覚を持ち、目的を設
定してその達成に向け意欲・モチベー
ションを高めていく

職業人として自覚を持ち、期待される
役割・責務を果たすべく最大限の努力
をする

業務遂行における高い
能力を有する･示す

業務に必要な知識、スキルの伸張のみならず将来のコア人材となるべ
く、金融・経営に関する広範囲の知識・リテラシー、マネジメント力
を身につけていく

● 業務遂行に必要な知識、スキルのレベルアップを図る
● 成長のステップに応じてさらに上の段階へのチャレンジを視野に、
金融に関する体系的・包括的知識を涵養する
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出所）新生銀行研修資料
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マンス最大化のためであることが明確になっ
ているのが特徴である。

また、復職者本人にとっての効果もある。
復職直後に、どのようなライフ事情を上司と
共有しておくべきかについて、復職者が独自
に判断することは容易でなく、その意味で上
司と共有すべき事項が可視化されている効果
は大きいという。

一方で、男性管理職からは、「どこまで聞
いてよいのか分からない」「聞いたところで
何を言ったらよいか分からない」という声が
挙がった。しかしながら、マネジメント責任
を持つチームメンバーが、どのようなスキル
や経験を持っているのか、仕事に対してどの
ような希望を持っているのかを確認するのと
同じように、「フルキャリ」が増えている
今、ライフ事情の確認が必要になったという
のが同社の考えだ。実際、ライフ事情の把握
を図っている上司からは、「同じ子育て中の
女性社員でも、それぞれ状況や志向は違うこ
とが改めて分かった」「『保育園に通ってい
る』といっても、どこに住んでおり、どのよ
うな保育園なのかによって就業への影響が異

いる。特に、育休から復職した直後の不安定
な時期を会社として十分にサポートすること
で、確実に乗り越えさせ、キャリアを早期に
自立させることに注力している。

その一環として、ライフ事情を抱える部下
の上司に対し、部下のライフ事情の共有を促
している。

具体的には、育休から復職する部下（以
下、復職者）を持つ上司（以下、上司）を対
象とした研修にて、図 9 のようなコミュニケ
ーションツールを用い、復職者の育児や家庭
環境、新たな出産希望などをどこまで把握し
ているかについて上司に自己チェックさせて
いる。さらに、把握できていない事項につい
ては、上司自ら復職者とコミュニケーション
を取って共有するように促している。

共有を推奨している事項は、ライフ事情を
抱える部下を含むチームをマネジメントする
立場として、また、復職者の育成責任を負っ
ている立場として、把握しておく必要がある
事項だと同社が考えるものである。従来から
あるような復職者の両立支援という目的を超
えて、上司のマネージャーとしてのパフォー

図9　ライフ事情共有のためのコミュニケーションツール（サントリーホールディングス）

①育児のサポート本制を把握している（例：家族構成・子の年代・両親のサポート体制・シッタ一利用など） （ Yes／ No ）

②パートナーとの家事の分担内容について知っている （ Yes／ No ）

③パートナーの状況（職業、就業スタイル、実家先、妻が働くことへの理解など）を知っている （ Yes／ No ）

④保育所で預かってもらえる限界時間（何時から何時まで）を知っている （ Yes／ No ）

⑤保育所の場所や家との距離など、預けるのにどのくらい時聞がかかるのかを知っている （ Yes／ No ）

⑥保育園の送迎担当がどうなっているかを知っている（例：朝は夫、迎えは妻など） （ Yes／ No ）

⑦緊急時（ 例：急な残業、子供の病気時）のサポート体制がどうなっているかを知っている （ Yes／ No ）

⑧子供の健康状況（例：持病やアレルギーの有無）などを把握している （ Yes／ No ）

⑨出張や残業の可否について、メンバーとすり合わせしている （ Yes／ No ）

⑩⑨がYesの場合、実際出張する際はどうなるか、具体的なサポート本制について確認している （ Yes／ No ）

あなたは、育休復職メンバーのことをどこまで、把握していますか？
◆Yesの数を右上のBOXに記入してみてください。 ／ 17問中

出所）サントリーホールディングス資料より作成
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カフェテリアプラン」を充実させ、シッター
費用のほか、就業のために両親を呼び寄せる
交通費などを含め、年間20万円まで補助した
りするなどして、子どもの病気や急な残業・
出張時でも、業務上の一定の責任を果たすこ
とができるように支援している。

また、育休からの早期復帰を推奨してい
る。まず、確実に 1 年以内に職場復帰できる
よう、保育所への入所を支援する「保活コン
シェルジュサービス」を、専門事業者に委託
して提供している。「保活コンシェルジュサ
ービス」とは、育休中の社員に対し、各々の
状況やニーズに合った保育所情報や保活に関
するアドバイスを提供するものである。

さらに、最近では、子どもが生後 6 カ月未
満で職場に復帰した人への支援を充実させて
いる。該当する人には前述のカフェテリアプ
ランの補助額を 3 倍にしたり、シッターサー
ビスを 1 カ月無料で利用できるように会社が
費用を負担したりして、早期復職後の支援を
強化している。

実際に、 1 年未満で復職する社員が増えた
り、時間短縮勤務からフルタイム勤務に変更
する社員が増えたりといった効果が出ている
という。ただし、原則 1 年間である同社の育
休取得期間を使って 1 年間休業したり、短時
間勤務制度を利用したりして復職する社員を
否定するものではない。育児休暇からの早期
活躍を目指そうとする人に、会社として足し
算で支援をするというスタンスである。

Ⅳ	「フルキャリ」戦力化への
	 投資が必要な理由

紹介した企業のいずれの取り組みも、出産

なることが分かった」といった声が挙がった。
さらに、同社では、「フルキャリ」を取り

巻く環境は、子どもの成長などとともに刻々
と変化していることから、変化することを前
提としてコミュニケーションを継続させるこ
とを推奨している。

（3）	「育児との両立期でも仕事で成果を出

すための支援」の事例

「育児による仕事のセーブを最小限にし、仕
事に打ち込める環境を整備」（ダイキン工業）

ダイキン工業は、育休から復帰する社員の
育児による仕事のセーブを最小限にし、仕事
に打ち込める環境整備を進めている。

同社は、女性基幹職の早期育成・登用をは
じめとした女性活躍推進の取り組みを従来以
上に加速させていくため、2011年から、全社を
挙げて女性活躍推進施策を本格展開してきた。
同社の取り組み方針は、図10の通りである。

同社は、このような方針のもと、出産後も
仕事に軸足を置き、挑戦と成長を求める女性
社員への支援を強化している。

具体的には、病児・緊急時にも利用できる
シッターサービス事業者と法人契約し、利用
料金の一部を会社が負担したり、「育児支援

図10　ダイキン工業の女性活躍推進方針（一部抜粋）

1）優秀人材には男性と同様に修羅場を与え育てるとともに、競争
社会で勝ち抜いていく覚悟を求める

2）十分に育った人材を男女公平な目で見て基幹職・役員に登用し
ていく
女性基幹職比率の数値目標を設定して着実な登用を目指すが、
数字合わせの女性優遇の登用は行わない

3）「男女の差は出産のみ」と捉える
人員構成上、今後、女性社員の6割を占める30代前半までの若
手（650人）が一気に結婚・出産時期を迎える
育児休暇から早期に復帰し、早期に職場の戦力として活躍して
もらうために思い切った制度の充実を行う

出所）ダイキン工業へのヒアリングおよび資料より作成
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本稿では女性に限って話を進めてきたが、
「フルキャリ」は男性にも増えている。価値
観の変化もあるだろうが、パートナーである
女性が「フルキャリ」であれば、男性として
も「バリキャリ」のままではいられないとい
うことも影響しているのかもしれない。

紹介した「フルキャリ」戦力化のための打
ち手は、いずれも従来よりも手間がかかるだ
ろう。しかしながら、男女ともに「フルキャ
リ」が増えている現状を考えれば、今、企業
は、「フルキャリ」の潜在力を「フル」に引
き出すことに積極的に手間をかけるべきであ
る。それは、自社の競争力強化に直結する

「投資」である。
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後も継続して自社で「キャリアを積むこと」
を支援するものであり、出産後は仕事をセー
ブして「就業を継続すること」を支援する従
来の支援とは一線を画す。共通するのは、
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を提供することで、ライフイベントを経ても
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である。こうした取り組みの積み重ねが、数
年後の内実ともに十分な管理職候補の増加に
つながるのである。

今回、「フルキャリ」を定義したことで、
企業からは、「実際に『フルキャリ』が増え
ているという実感がある」「これまで力を入
れてきた支援策が必ずしも『フルキャリ』の
キャリア形成につながっていなかったことを
痛感した」「『フルキャリ』に対し、事情や意
向を共有しながら、責任ある仕事に挑戦させ
ることが企業経営上も本人のキャリア形成上
も有益であると分かった」などの感想が寄せ
られた。

また、自分は「フルキャリ」だと思うとい
う女性たちからも、「『バリキャリ』にもなれ
ず、かといって『ゆるキャリ』でもない自分
はどうしたらよいのかと思っていたが、定義
されたことで安心した」「『フルキャリ』のま
ま仕事での挑戦や成長を実現できる可能性が
あるかもしれないと思えたことで前向きにな
れた」との声を頂戴した。


